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発表内容

１．インドの歴史的背景とエネルギー事情等

２．三段階の原子力開発計画と開発体制

３．原子炉と関連サイクルの開発の現状と今後
の計画

４．原子力施設の軍民分離計画

５．原子力の国際協力への期待

６．インドを含めたアジアとの国際協力の進め方
（私案）
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１．インドの歴史的背景とエネルギー事情等
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インドの歴史的背景（1/2)

○インドの原子力開発の歴史は日本よりも古い
（日本：原子力基本法の制定(1955年）、原子力委員会の発足(1956年))

1945年：タータ基礎研究所（ムンバイ）の設立
（1947年：英領インドが、インドとパキスタンに分離独立）

1948年：原子力法を制定、原子力委員会が設立
（1950年：インド憲法が発布、インド共和国が成立）
（1952年：日印平和条約締結（賠償請求権を放棄））
（1953年：国連での“Atoms for Peace”の演説）

1955年：国連主催の第１回「原子力の平和利用に関する国際会議」
インドの初代原子力委員長であるホミ・バーバ博士が議長

1957年：トロンベイ原子力研究所（バーバ原子力研究センター(BARC)の
前身）の設立

・アジア初の原子炉アスパラ（最大熱出力1MWt）の運転開始
・国際原子力機関（IAEA）の設立
・インドはIAEAの設立に貢献した12ヶ国の一員で理事国

1974年及び1998年に地下核実験を実施 ⇒ その後国際社会からの支援
が途絶
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○1974年の地下核実験の実施理由：

・当時世界でも検討されていた大規模な土木工事や地下資源開発等に資す
るための“平和的核爆発”

○1998年の地下核実験の実施理由：

・パキスタン、中国等に囲まれているインドの地政学的な状況下で、その
脅威から国の安全保障を維持するために自衛兵器として実施

・それ以降は、自発的な核実験モラトリアムを宣言し維持

○核不拡散条約（NPT；1970年発効）への未加盟理由：

・NPTそのものの不完全性と不平等性（核兵器国の核軍縮制限が無い。
核兵器国と非核兵器国のIAEA査察での差別）

・非核兵器国への核攻撃に対する十分な安全保障が無い。

・平和的な核爆発に対する差別（科学技術は自由に利用されるべき）

○「世界的な核軍縮を推進し、核兵器の無い世界の実現に向けて主導的役割を
果たす」ことを明言（2004年5月に成立したマンモハン・新政権）

インドの歴史的背景（2/2)
（インドの主張）
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出典：Dr. Anil Kakodkar, ”Nuclear Energy in India- Retrospect and Prospects,”
An International Journal of Nuclear Power-Vol.18, No.2-3 (2004)

エネルギー資源量
(10億トンの石炭と等価換算：BTCE)

インドの国内資源量

中国

インド

OECD

米国

●インドの国内資源：世界第2位のトリウム資源埋蔵量
●一人当たりの国内総生産（GDP）と年間電力消費量の間には相関あり

生活水準を先進国並みに向上させるためには、一人当たりの年間電力
消費量を今後約50年間で8-10倍程度増大させることが必要で、そのため
には電力設備容量を約1300GWeに増大する必要がある。

インドのエネルギー需要等

インド：約600kWh, 中国：約1500kWh, 日本:8000kWh,
米国：約14000kWh(2003年度統計；世界国勢図会）
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出典：Dr. Anil Kakodkar, ”Nuclear Energy in India- Retrospect and Prospects,” An 
International Journal of Nuclear Power-Vol.18, No.2-3 (2004)

インドの電力設備容量の増設計画

○エネルギー安定供給と環境負荷低減を考えると、原子力発電の大幅
な増大が必要

○国内資源の制約を考えると、FBRサイクルの積極的な導入が不可欠
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3.93.92042-2052
4.54.52032-2042
4.94.52022-2032
6.34.62002-2022

電力の年間成長率 (%)一次エネルギーの年間成長率 (%)期間（西暦）

13442027571001115015204466152052
952141319821615016155464362042
648106311682315015101412662032
4177291356281151460371562022
1392.02.72.53.52028243352722002

GWe%GWe%GWe%GWe%GWe%GWe

合計原子力再生可能エ
ネルギー

水力炭化水素石炭年

インド国内の電力需要の伸び率の予測 （インド原子力省による）

インド国内の電力設備容量の将来予測（インド原子力省による）

出典：Dr. Anil Kakodkar, ”Nuclear Energy in India- Retrospect and Prospects,” An 
International Journal of Nuclear Power-Vol.18, No.2-3 (2004)

インドの電力設備容量の増設計画(補足)
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インドの特徴

○インドの人口： 11億1950万人（世界人口白書2006）

（2050年推計）： 15億9270万人（年平均増加率を1.4% (2005-2010)と仮定）

(中国： 13億2360万人（2006) → 13億9230万人；0.6%/年(2005-2010) ）

・2030年頃にはインドが中国を抜いて世界第一の人口国に

・ピラミッド型の人口構成（経済成長の鍵をにぎる若年層の割合が高い）

○インドの面積： 日本の約8.7倍

・パキスタン、中国に囲まれている地政学的問題

○民主主義国家（イギリスの植民地時代に培われた）

⇔多宗教（ヒンズー教徒（約83%）、イスラム教徒（約11%）・・）とカースト制度＊

＊法律上は廃止されているが実態として残っており貧富の差が大きい

○インド人の抜群の英語力と数学力（論理的思考力）、哲学の伝統

○豊富な天然資源（但し、エネルギー資源（石炭、トリウムを除く）は必ずしも豊
富ではない）

○急速な経済成長に伴いエネルギー不足が深刻

（日常的に停電が発生、計画的な「電力負荷制限」を実施中）

○環境汚染の問題

（石炭火力、モータリゼーション等による都市部での深刻な大気汚染）



11

２．三段階の原子力開発計画と開発体制
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インドの原子力開発計画 （三段階方式）

第１段階 第２段階 第３段階

重水減速・
加圧重水冷却炉

PHWR

Pu燃料

高速増殖炉

U-233燃料

増殖炉

発 電
天然ウラン

１２GWｅ

×３０年

減損ウラン

Ｐｕ

Ｐｕ Ｕ-233

発 電

３００GWｅ

×３０年

発 電

５００GWｅ

×５００年

出典： DAE, “Atomic Energy in India: A Perspective”,Sep.2006

トリウム

トリウム

Ｕ-233

U-235 (MAPS) Pu-239 (FBTR) U-233 (KAMINI)
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トリウム燃料の特長
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235U234U233U232U

234Pa231Pa 232Pa 233Pa

234Th231Th 232Th 233Th228Th

1.31d 27.0d 6.7h

1.06d 21.8m 24.1d3.28×104y

1.41×1010y1.91y

7.04×108y
2.46×105y1.59×105y

68.9y ○Th-232の中性子吸収(n,γ）
によって核分裂性のU-233を

生成

○U-233の中性子吸収当たり

に核分裂によって発生する中
性子数(η)は、熱中性子領域
で2.28であり、共鳴吸収領域

でもあまり減少しないため、
熱中性子炉で増殖できる可
能性がある。

●一方、Th-232及びU-233の
(n,2n）反応によってU-232も
生成し、その娘核にTl-208の

ような高エネルギーγ線放出
核種がある。→ 回収Uは高

放射能；燃料取扱上の課題
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インドの原子力開発体制

原子力委員会 （AEC、1948年設立）
DAE科学研究評議会

首 相

原子力省 （DAE、1954年設立）

原子力規制委員会
（AERB、1983年設立）

支

援

機

関

タータ基礎研究所

タータ記念センター

サハ核物理研究所

物理研究所 ハリス・チャンドラ研究所

数理科学研究所プラズマ研究所

原子力教育学会

原子核科学研究審議会

ホリ・バーバ国立研究所

国立高級数学審議会

バーハ原子力研究センター
（BARC)
インディラ・ガンジー
原子力研究センター
（IGCAR）
先端技術センター（CAT）

可変エネルギーサイクロトロン
センター（VECC）

原子力鉱物探査研究所
（AMD）

インド原子力発電公社
（NPCIL）

インド希土類公社（IREL）

インドウラン公社（UCIL）

インド電子機器公社（ECIL）

バラティヤ・ナビキヤ・ ビデュト・
ニガム社 （BHAVINI）

重水製造局（HWB）

核燃料コンプレックス
（NFC）

放射線・アイソトープ
技術局（BRIT）

研究開発センター 公営企業 産業部門 事務部門

【ムンバイ】

【カルパッカム】

【コルカタ】

【インドール】

【ハイデラバード】

【ムンバイ】

【ムンバイ】

【ジャドグータ】

【ハイデラバード】

【カルパッカム】

【ムンバイ】

【ムンバイ】

【ハイデラバード】

【ムンバイ】

【ムンバイ】

【コルカタ】

【ブバネシュワール】
【アーメダバード】

【アラハバード】【チェンナイ】

【ムンバイ】

出典： DAE, “Atomic Energy in India: 
A Perspective”,Sep.2006
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３．原子炉と関連サイクルの開発の現状と
今後の計画

3.1 インド原子力発電公社を中心とした第一段階の原
子力開発

（重水減速・加圧重水冷却炉(PHWR)サイクル等）

3.2 インディラ・ガンジー原子力研究センターを中心とした第二
段階の原子力開発 （高速増殖炉(FBR)サイクル）

3.3 バーバ原子力研究センターを中心とした第三段階の原子力
開発 （新型重水炉（AHWR）等の開発）
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急激な電力需要の伸びに対応するために、1987年に結成された原子力省傘下
の一機関。インド国内の原子力発電所のサイト選定から設計・建設・運転、デコ
ミ（発生した廃棄物は国で処分）までを行っており、職員数は約13,000人、1997
年から世界原子力発電事業者協会（WANO）にも参画。

現在16基（BWR2基、CANDU2基、PHWR12基；合計3.9GWe）の原子炉を運転中。
新たに7基[高速原型炉（PFBR）1基、PHWR4基、ロシア製のVVER2基；2008年
まで運転開始予定;合計3.38GWe]を建設中、計画中(サイト承認済)が8基
（PHWR4基、軽水炉4基;合計6.8GWe）で、2020年までには原子力の総発電規模
20GWeを目標。

しかし、自国の資源と技術だけでは、今後の電力需要の大幅な伸びに十分に
対応できないので、海外から濃縮ウラン付で大型の軽水炉の導入を強く切望
→ 実現を前提にして、 2020年の原子力総発電規模の目標を40GWeに修正

運転員の教育訓練は、NPCIL各所、BARC、WANOのトレーニングセンターを利
用して実施。多数の発電炉を同時期に作ることでOJTでの教育も実施。

米国との当初の約束を守るために、米国GE社製のBWR2基から発生した使用
済燃料の再処理（Pu回収）は行っていない。これらのBWRを含め、運転中と建
設中の合計22基の発電炉のうち14基は順次IAEAの保障措置下に移す予定。

インド原子力発電公社(NPCIL)の概要
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重水減速・加圧重水冷却炉（PHWR）
特徴：

①燃料として天然ウランが利用可能（濃縮が不要）
②減速材に重水を利用→中性子経済が良い、核分裂性Pu
(Puf)の生成割合が比較的高い

③圧力管型炉→高圧の原子炉容器が不要（国内製造が可）
④重水（減速材、冷却材）は自国で製造
⑤運転中の燃料交換が可能（燃料は横置き）

PHWRのフロー図
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400万kW－－コヴァーダ

2570～2770万kW338万kW390万kW合計

600～800万kW－－ジャイタプール

280万kW－－ビマプール

140万kWPHWR 22万kW×2基PHWR 22万kW×2基カイガ

VVER 100万kW×4基VVER 100万kW×2基－クダンクラム

140万kW－PHWR 22万kW×2基カクラパー

140万kWPHWR 22万kW×2基ナローラ

FBR 50万kW×2基FBR 50万kW×1基PHWR 22万kW×2基マドラス

（カルパッカム）

140万kWPHWR 22万kW×2基CANDU 10万kW×1基

CANDU 20万kW×1基

PHWR 22万kW×2基

ラジャスタン

230万kW－BWR 16万kW×2基

PHWR 54万kW×2基

タラプール

計画中建設中運転中発電所名（場所）

インドの原子力発電所（2007年1月時点）
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－国産2000.31999.91989.12220PHWRガイガ２

－国産2000.112000.91989.9220PHWRガイガ１

○国産1995.91995.11985.4220PHWRカクラパー１

○国産1993.51992.91984.12220PHWRカクラパー１

○国産1992.71991.101977.11220PHWRナローラ２

○国産1991.11989.31976.12220PHWRナローラ１

－国産1986.31985.81972.10220PHWRマドラス２

－国産1984.11983.71971.1220PHWRマドラス１

○国産2000.122000.111990.10220PHWRラジャスタン４

○国産2000.61999.121990.2220PHWRラジャスタン３

2006（カナダ）1981.41980.101968.8200PHWRラジャスタン２

2006カナダ1973.121972.81965.8100PHWRラジャスタン１

－国産2005.92005.32000.3540PHWRタラプール４

－国産2006.82006.52000.5540PHWRタラプール３

2006米国GE1969.101969.21964.10160BWRタラプール２

2006米国GE1969.101969.21964.10160BWRタラプール１

保障措置
受入年

原子炉製
造者

運開

年月

臨界

年月

着工

年月

電気出力

(MWe)
炉型発電所名

インドの運転中の原子力発電所（2007年１月現在）

○：2014年までに保障措置を受入予定合計3900MWe
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－国産(2011.9)(2010.9)2004.10500ＰＦＢＲ高速増殖原型炉

2006ロシア(2008.12)2002.71000VVERクダンクラム２

2006ロシア(2007.12)2002.31000VVERクダンクラム１

－国産(2007.9)2002.5220PHWRガイガ４

－国産(2007.3)2002.3220PHWRガイガ３

○国産(2008.2)2003.1220PHWRラジャスタン６

○国産(2007.8)2000.9220PHWRラジャスタン５

保障措置
受入年

原子炉製
造者

運開予
定年月

臨界予
定年月

着工

年月

電気出力

(MWe)
炉型発電所名

インドの建設中の原子力発電所（2007年１月現在）

○：2014年までに保障措置を受入予定合計3380MWe

建設中運転中
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インドの計画中の原子力発電所（2007年１月現在）

サイト承認済み

カクラパー 1400MWe

ジャイタプール 2000MWe

ラジャスタン 1400MWe

クダンクラム 2000MWe

サイト承認予定

ナローラ 1400MWe     

タラプール 2300MWe

ビマプール 2800MWe     

ジャイタプール 4000-6000MWe

コヴァーダ 4000MWe    

カイガ 1400MWe

カルパッカム 1000MWe 

クダンクラム 2000MWe

合計25700～27700MWe

2020年までに合計20GWeの目標

海外の協力が得られる（大型LWRを濃

縮ウランとともに輸入できる）ことを前提に
2020年までの目標を合計40GWeに修正
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燃料製造と再処理プラント

BARC

カルパッカム

BARC

タラプール

BARC

タラプール

核燃料コンプ
レックス（NFC）

ハイデラバード

所属

場所

輸入した濃縮ウランからBWR燃料
集合体を製造

25BWR

1974年

濃縮ウラン燃料製造
プラント（EFFP）

PHWR燃料集合体を製造400PHWR

1973年

酸化ウラン燃料製造
プラント

・PHTR及びFBTRの使用済燃料を
再処理

・Puは、 AFFFでMOX燃料に加工し
てPFBRに燃料を供給予定

・2008年に向けて第2ライン計画中

100 商業規模

1998年

カルパッカム再処理
プラント(KARP) 

・PHWR 及び研究炉（Cirus,
Dhruva）の使用済燃料を再処理

・Puは、AFFFでMOX燃料に加工し
てFBTRに供給

100 商業規模

1977年

発電炉燃料再処理
プラント (PREFRE) 

BWR,PHWR,PFBR用のMOX燃料20MOX

1990年

先進燃料製造施設

（AFFF）

燃料被覆管、PHWRの圧力管、カラ
ンドリア管など

1971年ジルカロイ製造プラ
ント

機能処理能力

（tHM/年）

型式

操業開始

名称
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３．原子炉と関連サイクルの開発の現状と
今後の計画

3.1 インド原子力発電公社を中心とした第一段階の原子力開発

（重水減速・加圧重水冷却炉(PHWR)サイクル等）

3.2 インディラ・ガンジー原子力研究センターを中心と
した第二段階の原子力開発

（高速増殖炉(FBR)サイクル）

3.3 バーバ原子力研究センターを中心とした第三段階の原子力
開発 （新型重水炉（AHWR）等の開発）
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カルパッカムは、タミルナードウ州のチェンナイ(マドラス)から
約80ｋｍ南

インディラ･ガンジー原子力研究センター(IGCAR）

高速増殖原型炉（PFBR）建設プロジェクト（BHAVINI）

BHAVINI：バラティヤ・ナビキヤ・ビデュト・ニガム社（PFBRと

その後継炉の建設と運転）

インド原子力発電公社（NPCIL）のマドラス原子力発電所

バーバ原子力研究センター（BARC）所掌の原子炉海水淡水
化実証プラントと、カルカッパム燃料再処理プラント（100t/y；
1998年に運転開始；PHWR燃料、FBTR燃料（炭化物燃料）を処
理）

カルパッカムの原子力施設
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ナトリウム冷却高速炉と関連する燃料サイクル施設全般の研究開発を行う
ために、原子力省によって1971年に設立。職員数は約2400人を有するBARC
に次ぐ第２の大きさを誇る研究機関

現在の主な業務： 高速増殖試験炉（FBTR）の運転、高速増殖原型炉
（PFBR）プロジェクト支援にための技術開発、PFBRと将来のFBRや関連する
燃料サイクルのための研究開発、統合型燃料サイクル施設の設計と実証、
基礎科学で、その中で構造、材料、製造技術、検査･試験、安全性、I&Cに重
点

PFBRは、BHAVINIによって建設中。

燃料サイクル施設については、FBRT燃料をPUREX法で再処理するための
鉛ミニセル(LMC)が運転中であり、PFBR燃料再処理の実証プラント(DFRP；
1t/y)を建設中。商業規模でPFBR燃料の再処理・燃料製造を行い廃棄物を
処理する一体型の高速炉燃料サイクル施設（FRFCF）燃料を2012年までに
建設予定。金属燃料の乾式処理研究も約10年前から実施、工学規模の試
験施設も建設中

インドの原子力開発計画の第3段階の研究をするために、U-233燃料を用い
た研究炉KAMINI(熱出力30kW)も運転中。

インディラ･ガンジー原子力研究センター（IGCAR）
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高速増殖試験炉（FBTR）

原子炉容器
中間熱交換器

蒸気発生器
蒸気タービン

サージタンク

515℃

510℃

480℃／125bar

発電機

復水器

給水加熱器

脱気器

給水ポンプ２次系ポンプ１次系ポンプ 復水ポンプ 循環ポンプ 冷却塔

49℃

35℃
200℃

284℃380℃

１次系（２ループ）

２次系（２ループ）

アルゴンカバーガス

復水系および給水系

蒸気系

復水器冷却系

49℃

• 40 MWt / 13.5 MWe
• ループ型（1次系、２次

系 各2ループ ）

• 蒸気発生器 4基

• 蒸気タービン １基

• 燃料:  PuC–UC
（1985年運転開始）



27

1969年にフランスCEAと契約

1974年に建設開始され1984年に完成

蒸気発生器とタービン以外は、フランスのラプソディと同じ設計

原子炉部品の80％以上が国産（ナトリウムについても市販のものをセンター内の精
製装置で原子炉級レベルまで純化して使用）

設計当初は酸化物燃料を用いる予定だったが、（1974年の核実験のため）小型炉
心用の高濃縮ウランが手に入らなくなったため、酸化物燃料に比べて高密度で高
Pu富化度が可能な炭化物燃料（PuC-UC；BARCで製造)に変更

1985年10月 初臨界 MK-I 燃料：70%PuC-30%UC

小型炉心（１MWｔ）で、炉物理、システム、安全性試験等を実施、その後炉心周辺に
MK-II燃料（５５%PuC-４５%UC ）を設置して出力を増強

1993年1月 蒸気発生器を設置、12月に10.5MWtを達成

1997年7月 送電開始

2002年 1次系Na純化系のNaバルブから約75kgのNaが漏洩（3ヶ月で復帰）

2002年～ 17.4MWt/2.2MWeで運転

2003年7月～ PFBR用MOX燃料の小規模（37ピン）集合体を照射中。外側炉心を
MOX燃料とするハイブリッド化を実施中

2006年７月 MK-I燃料が燃焼度155GWd/tを達成（ピン破損なし）

FBTRの建設経緯と運転実績
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380／490℃330／425℃、原子炉入口／出口温度

31MWt ／10MWe17.4MWt ／2.2MWe熱／電気出力

44%PuO2+56%UO2 54体55%PuC+45%UC外側炉心

70%PuC+30%UC 30体70%PuC+30%UC、内側炉心（MK-I）

ハイブリッド炉心

（84集合体）

小型炉心

（42集合体）：

FBTRの炉心のハイブリッド化

制御棒（６体）

試験用集合体
（１体）

MOX燃料集合体
（54体）

MK-I集合体（30体）
（PuC-UC燃料）

ハイブリッド炉心

燃料集合体（42体）

制御棒

小型炉心
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20年の寿命延長に向けての耐震性評価（今年中に終了予定）

現状の炉心（49燃料集合体：MK-I燃料27体、Mk-II燃料13体、MOX燃料

8体、PFBR用の試験燃料１体）で、４台の蒸気発生器のうち １台を切り

離して、２次系の定格出口温度520℃を達成

PFBR 試験燃料の照射継続 （目標燃焼度：100 GWd/t ）

実験照射: 
炉心材料:  被覆管材料D9, D9I, ラッパー管材料9 Cr-1Mo
PFBR MOX 燃料

金属燃料

ゾルゲル法で製造したMOX  振動充填燃料

マイナーアクチニド含有燃料

全炉心を金属燃料に移行予定

FBTRの今後の計画
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電気（熱）出力 500 MWe (1200 MWt) 
型式（１次系） プール型（タンク型）
原子炉冷却材 ナトリウム
燃料 (Pu,U)O2

1次系入/出口ナトリウム温度 397℃/547℃
１次ナトリウムポンプ 2
中間熱交換器 4
２次ナトリウム系 2
蒸気発生器（１ループ当たり） 4
タービン発電機 1
蒸気条件 490℃ 、 16.7 MPa
設計寿命 40 年

インド独自で設計（ナトリウム冷却系の2ループ化、使用材料の削減等） ・建設

2003年9月に政府が予算認可

BHAVINIが建設

2010年9月 初臨界予定、 2011年3月 操業開始予定

高速増殖原型炉（PFBR）
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主容器（原子炉容器）

炉心支持構造

コアーキャッチャー

グリッド板

炉心

内容器

ルーフスラブ

大回転プラグ

小回転プラグ

制御プラグ

制御棒駆動装置

炉内輸送機

中間熱交換器

１次ナトリウムポンプ

安全容器

原子炉ボールト

高速増殖原型炉（ＰＦＢＲ）の原子炉断面図

外径12.9m

直径1.8m×高さ1m
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2002年 詳細設計を完了

2003年9月 予算認可 （建設費： エスカレーション込みで349.2億ルピー
（7.75億ドル、2.7円/ルピー換算で943億円、 エスカレーション無しで280億ル
ピー(6.22億ドル、756億円））と試算）

2004年10月 建設･運転（後継炉を含む）を行うために新会社（BHAVINI）を
設立し、建設開始

2004年12月 基礎コンクリートの施工開始直後に、インドネシア沖地震によ
る津波の被害を受けたため、その上部構造物は全て撤去するとともに、既設
厚さ1.2mの基礎コンクリートの強度は期待しないものとして、その上に新たに
基礎コンクリートを打設（再開に4.5ヶ月）

2007年3月末の工事進捗率26%

2010年9月に初臨界予定（運転開始は2011年）。

○建設場所： カルパッカムのベンガル湾に面した海岸（IGCARの北側）

○原材料以外は全てインド製で、安全容器、原子炉容器等はサイト近傍に設
置された機器組立工場で製作し、レールで運搬

PFBRの建設経緯
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PFBRと海外のFBR（タンク型）との比較

原子炉に使用されている鋼重量の削減(t/MWe)：
PFBR- 4.13 ; SPX1- 4.71 ; BN600‐5.8 ; BN800- 4.29

1次系ナトリウム量の最適化(t/MWe)；プールの熱流動上は大容量が好まし
いが、静的/地震時の負荷荷重上は小容量が良い：

PFBR- 2.3 ; SPX1-2.67; BN600-1.28
ループ数、機器数の基数削減：

PFBR-2ループ ; SPX1-4ループ ; BN600-3ループ

内容器の壁数： PFBR-1重、SPX1- 2重、BN600-３つのlobbed構造

ナトリウムエアロゾル付着リスクの最小化：

PFBR-恒温ルーフ概念、SPX1 & BN 600 - 低温ルーフ概念

相互連結建屋と原子炉ボールトを持つ簡素な矩形RCB：

SPX1-円形のRCBを持つ内部ドームで、原子炉ボールトと分離

信頼性ある蒸気発生器モジュール：

9Cr-1Mo鋼, 差込溶接 管－管板継手 ; LBB最適化

十分な除熱性能をもつ最新の小型中間熱交換器（薄肉直管型熱交換器）：

PFBR- 0.8 mm厚; SPX1-1 mm厚 ; BN600-1.4 mm厚

安全容器と最小の内壁幅を持つ主容器（原子炉容器）のISI用の小型ロボット
装置： PFBR-300 mm ; SPX1-700 mm ; BN600-ロボット装置はない
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PFBRの建設状況

基礎コンクリートの打設状況

機器組立工場
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PFBRの建設・機器製作状況

Safety vessel Main vessel

SGNICB

主容器（原子炉容器）

蒸気発生器

安全容器
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輸送 内壁上に設置 パッドの設置
外壁の横上部の組立

安全容器

輸送 パッド上に設置 荷重はタイロッドを
通して外壁に

主容器（コアーキャチャー、グリッド板付きで）

グリッド板、内容器、上部遮蔽

グリッド板と内容
器の設置 上部遮蔽の設置

主容器と上部遮蔽との溶接

原子炉構成要素の据付手順

ステップ-1
ステップ-3

ステップ-2 ステップ-4
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PFBRのプラント配置図
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PFBRの完成予想図



39

PFBRの経済性と安全性をより向上させた標準化したFBR

電気出力：500 MWe×2基（ツインプラント）

MOX燃料炉心（金属燃料に交換可能な炉心設計）

2012年 建設開始

2020年までに合計4基（ツインプラントを2セット）建設予定

１セットは、カルパッカムに建設

他の1セットの建設場所は未定

その後は、金属燃料を用いた電気出力1000 MWeの商業用
FBRを建設予定（国内の急速な電力需要に対応するために、
高増殖でシステム倍増時間を短くできる金属燃料炉心を採用）

2020年には、FBRサイクル分野において世界のリーダーとな

ると自負

PFBRの標準化した後継FBR

ブランケット
／スチール

燃料スラッグ

(U-19Pu-6Zr)

ボンドNa

上部歯栓

プレナム

Naボンド型

下部歯栓

(U-Pu と
Zr)

機械的ボンド

Zr

金属燃料ピンの
候補概念



40

PFBRと標準化した後継FBRとの経済性等の比較

(PFBR)               (標準化したFBR）

• 建設費： 622M$ → 544M$
（エスカレーション無しと仮定した場合）

• 運転期間： 40年 → 60年

• 燃焼度： 10万MWd/t → 20万MWd/t
• 建設期間： 7年 → 5年

• 稼働率： 62.8% → 80%
• ツインプラント： 資本費10%削減、O/M費5％削減等

• 現行のPFBRの発電単価：3.22ルピー/kWh（約8.7円/kWh）
標準化炉の発電単価： 1.86ルピー/kWh（約5.0円/kWh）
1000MWe金属燃料炉： 1.60ルピー/kWh（約4.3円/kWh）
程度となると試算 (１ルピー＝2.7円で換算）

• PFBRの経済性の予測精度は良いとのこと。
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274.5626014.5661081992.54.062052

131.3611318.362608872.57.862042

62.94319.91008332.59.402032

29.46920.4630862.59.962022

2.7202.72000.32002.402002

金属
燃料

酸化物
燃料

金属
燃料

酸化物
燃料

酸化物
燃料

金属

燃料

酸化物
燃料

酸化物
燃料

(GWe)FBR
(GWe)

PHWR
AHWR
LWR
FBR

(GWe)

FBR
(GWe)

LWR
(GWe)

FBR
(GWe)

熱中性
子炉

年

合計小計LWRとFBR (LWRからの

Ｐｕを利用）

PHWR、AHWR及びFBR 
(PHWRからのPu利用）

インド国内の将来の原子力発電設備容量の内訳
（インド原子力省による）

出典：Dr. Anil Kakodkar, ”Nuclear Energy in India- Retrospect and Prospects,” An 
International Journal of Nuclear Power-Vol.18, No.2-3 (2004)
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湿式法を用いたFBR燃料再処理ルート

DFRP

PFRP

FBTR

PFBR

鉛ミニセル
（ＬＭＣ）

RDL Waste
Tank Farm

前処理施設

2007

200３

2007

2007 RML

DFRP Waste
Tank Farm

WIP

2010

20062007

2011

2012

再処理

開発フェーズ

パイロットプラント
（鉛ミニセル：LMC)フェーズ

・プロセスフローシートと装置評価

実証フェーズ （DFRP）
FBTR燃料 ： 100ｋｇ/ｙ
PFBR燃料 ： 1ｔ/ｙ

商業規模
再処理プラント（PFRP)
PFBR炉心燃料 ： 7.5ｔ/ｙ
PFBRブランケット： 6.5ｔ/ｙ
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FBTR用燃料
混合炭化物燃料は、BARC（ムンバイ）の放射性冶金部で製造
FBTR用のMOX燃料は、タラプールにあるBARCの先進燃料製造施設
（AFFF）で製造。

PFBR用燃料
初期の数(few)炉心燃料は、AFFFで製造予定
その後の炉心燃料は、パルパッカムのFRFCFで製造予定
PFBR用の37ピン試験集合体がAFFFで製造され、FBTRで照射中（FBTRで
予定の線出力400W/cmを得るために、燃料中のフィッサイル率はU-233濃
度を高めて調整）で、現在(2005年末)の燃焼度は57000MWd/t

金属燃料
金属燃料用射出鋳造設備をBARCの協力を得てIGCARに設置中、2008年
までにFBTRに試験用金属燃料を装荷することが提案されている。
2007年 Naボンド型金属燃料の試験燃料ピン製造施設の建設
2008年 FBTRに試験用金属燃料を装荷
2009年 照射ピンのPIE

FBR燃料製造
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①プロセス機器、遠隔ハンドリングシステム、廃棄物管理、計装・制御システム
の技術開発： 現在実施中。

②パイロットプラントフェーズ

FBTR燃料再処理のためのプロセスフローシートの実証とプロセスパラメータの
最適化のためのパイロットプラント（鉛ミニセル(LMC)）の建設・運転： 2004年に
運転を開始し、100GWd/tまでの燃焼度のFBTRの炭化物燃料の再処理を実施

③実証フェーズ（FBTR燃料処理：100kg/y,   PFBR燃料処理：1t/y）

高い稼働率とプラントスループットでのFBTR燃料再処理の経験を得るとともに、
PFBR燃料の再処理の実証のために、DFBR燃料再処理プラント（DFRP）の建
設・運転： 建設が進み、2007年には運転開始予定。

④商業フェーズ（PFBR燃料処理：7.5t/y, PFBRブランケット燃料処理：6.5t/y）

PFBRプロジェクトの商業規模での再処理プラント（PFRP）の建設・運転： 2012
年までに建設し運転開始予定。

⑤乾式再処理プラントの建設・運転（FBTRから取り出された金属燃料ピンの再
処理と、種々の乾式再処理技術開発のプラットフォームとして利用）： 2016年
までに建設し運転開始予定。

FBR燃料再処理（IGCARで開発）



45

３．原子炉と関連サイクルの開発の現状と
今後の計画

3.1 インド原子力発電公社を中心とした第一段階の原子力開発

（重水減速・加圧重水冷却炉(PHWR)サイクル等）

3.2 インディラ・ガンジー原子力研究センターを中心とした第二
段階の原子力開発 （高速増殖炉(FBR)サイクル）

3.3 バーバ原子力研究センターを中心とした第三段階
の原子力開発 （新型重水炉（AHWR）等の開発）
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インドで最大の研究機関、職員数は15362人（2007年1月2日時点）

1957年1月にトロンベイ原子力研究所として設置、1967年1月にインドの原子
力開発の創始者である故ﾊﾞｰﾊﾞ博士の名を頂いて、現在の名前に改名。 （本
部場所）ムンバイ近郊のトロンベイ

原子力の基礎から応用までの広範囲の先進的な研究開発を実施

原子炉工学、原子炉安全、核燃料、計装･制御、材料科学、再処理、燃料製
造、放射性廃棄物管理、放射線利用、新型重水炉、水素製造、海水の淡水化
の開発、高経年変化対策、供用期間中検査、放射線を用いた食品処理、医療
用･産業用同位体製造、環境技術、コンピュータシミュレーション、原子力開発
のための人材供給など

アジアで最初の原子炉であるアプサラ（1MWt）、サイラス（40MWt）、ドルーバ
（100MWt） の3つの研究炉を現在運転中(既に４つの研究炉は既に廃止) ：

トレーニングシステムが完備されており、毎年約100人、これまでに約7000人
を越える原子力技術者を教育・輩出

FBTRの混合炭化物燃料を製造。FBTRでの試験用MOX燃料は、タラプール
にあるBARCのAFFFで製造。PFBR用の数炉心分のMOX燃料も製造予定

インドは、自前の技術でU-(Pu)-Th燃料を用いた三段階の原子力開発計画

を、炉とサイクルを含めて着実に推進

バーバ原子力研究センター(BARC)の概要
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インドの研究炉

アプサラ
APSARA

サイラス
CIRUS

ゼルリナ
ZERLINA

ドルーバ
DHRUVA

プルニマⅠ
PURNIMA I

プルニマⅡ
PURNIMA Ⅱ

プルニマⅢ
PURNIMA Ⅲ

カミニ
KAMINI

BARC BARC BARC BARC BARC BARC BARC IGCAR

ｽｲﾐﾝｸﾞﾌﾟｰﾙ ﾀﾝｸ ﾀﾝｸ ﾀﾝｸ ﾀﾝｸ ﾀﾝｸ ﾀﾝｸ ﾀﾝｸ

熱中性子炉 熱中性子炉 熱中性子炉 熱中性子炉 高速炉 熱中性子炉 熱中性子炉 熱中性子炉

1956年8月 1960年7月 1961年1月 1985年8月 1972年5月 1984年5月 1990年11月 1996年10月

1MW(最大) 40MW(最大) 100W(ﾉﾐﾅﾙ） 100MW(最大) 1W（ノﾐﾅﾙ） 10MW（ﾉﾐﾅﾙ) 1W（最大） 30kW（ﾉﾐﾅﾙ）

種類 濃縮U・ｱﾙﾐ合金 天然U 天然U 天然U Pu酸化物 U-233 U-233 U-233

形状 板状（金属） 棒状（金属） 棒状（金属）
クラスター

（金属）
PuO2ﾍﾟﾚｯﾄ 硝酸U溶液 板状（ｱﾙﾐ合金） 板状（ｱﾙﾐ合金）

被覆材 ｱﾙﾐ合金 ｱﾙﾐ ｱﾙﾐ ｱﾙﾐ ｽﾃﾝﾚｽ鋼 無し ｱﾙﾐ ｱﾙﾐ

重量 4.5㎏ 10.5t
可変(初期炉心

3.7t）
6.35t 21.6㎏ 400g 600g 600g

56*56*61.5(H) 276(D)*314(H) 229(D)*435(H) 372(D)*387(H) 18(D)*18(H)
13.7(D)*(25-40）

(H)
20.4*20.4*27.5(H) 20.4*20.4*27.5(H)

1013 6.5*1013 5*108 1.8*1014 ～109 108 ～108 ～1013

軽水 重水 重水 重水 無し 軽水 軽水 軽水

軽水 軽水 重水 重水 空気 軽水 軽水 軽水

ｶﾄﾞﾐｳﾑ ﾎﾞﾛﾝｶﾄﾞﾐｳﾑ ｶﾄﾞﾐｳﾑ ｶﾄﾞﾐｳﾑ ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ
ｶﾄﾞﾐｳﾑ/
炭化硼素

ｶﾄﾞﾐｳﾑ ｶﾄﾞﾐｳﾑ板

1973年に廃炉 1986年に廃炉

炉型

設置場所

臨界

出力

燃料

炉心サイズ(cm)

中性子束密度

(n/cm
2
/s)

減速材

冷却材

制御棒

用途/備考

ｱｼﾞｱで最初の
原子炉

2004年11月に
改修完了、ﾌﾙ
出力運転再開

1983年に廃炉

同位体製造、基
礎研究、遮蔽実
験等

同位体製造、
原子炉技術の
R&D、技術者
訓練等

格子研究
KAMINI炉の
ﾓｯｸｱｯﾌﾟ研究

自然循環で炉心冷却
中性子ラジオグラ
フィ、検出器の校正、
材料特性、遮蔽実
験、サンプルの照射
研究

(ベリルウム酸化物
の反射材)
1991年に廃炉

基礎研究、同
位体製造、技
術者訓練、中
性子検出器の
試験等

高速炉の炉物理
研究

U233燃料研究、
将来炉の研究
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新型重水炉(AHWR)

燃料クラスター断面図（平衡炉心燃料）

電気/熱出力： 300MWe / 920 MWt
燃料： U-233/Th-MOX + Pu-239/Th-MOX
燃料チャンネル数： 452 （縦置き）
炉心高さ： 3.5m
冷却材： 沸騰軽水（自然循環） 受動安全性を考慮
減速材： 重水
設計寿命： 100年（冷却材管が交換可能な設計）

水プール（重力落下）

蒸気ドラム

カランドリアタンク
（内径7.4m×高さ5.3m)

緊急炉心冷却
用水の流路

（Ｔｈ,Pu)O2ピン
24本

（Ｔｈ,U-233)O2ピン
30本

ZrO2 - 5%Dy2O3

隔壁

○原子力規制委員会による安全審査前の設計
安全評価(プレヒア)を実施中

○近い将来建設開始予定
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• 出力：100kWt
• 燃料：Th-U-233 被覆粒子燃料
• 冷却材：Pb/Pb-Bi
• 水素製造、高温熱源に利用

加速器駆動の未臨界増殖炉

• Ｔｈ燃料の有効利用
• 長寿命放射性核種の消滅

トリウム燃料利用のための長期的なロードマップ

小型高温炉
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トリウム利用のための先進燃料サイクル

新型重水炉（AHWRⅠ，Ⅱ）

高速増殖炉（FBR）

新型重水炉（AHWR）

貯蔵／処理

加速器駆動システムを
用いた高速増殖炉心

処分

Th

Th （補充）

Pu（AHWR Ⅰ，Ⅱ用）

U-233（初期のみ）

（Tｈ＋U-233）
MOX

使用済燃料
（Th＋U-233）

Pu

U-233

短寿命同位体

長寿命核種

Tｈ＋
U-233

燃料加工

再処理
及び

分離

処分／消減

・３段階再処理

・乾式再処理

・超ウラン元素分離

・ゾルゲル法による
小顆粒製造技術

・振動充填

・中空ペレット

U-233中のU-232の

レーザ同位体分離

多重リサイクルに伴う
物理的課題

使用済燃料
（Th＋Pu）

（Tｈ＋Pu）

MOX

マイナー・
アクチニド

Pａ-231

中性子照射
Ｎｐ-237

Ｐｕ-238生産

貯蔵／処理

再処理及び分離技術

遠隔燃料製造
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PHWR

第
１
段
階

第
２
段
階

第
３
段
階

原子炉以外での増殖

Ｔｈ+Ｕ-233
炉

燃料再処理プラント

新型燃料
製造プラント

FBR AHWR

(U+Pu)燃料 (Puリサイクル)

処分場

プラント起動時の物質フロー

上記以降の物質フロー

将来の可能性

Zr
合

金

Th

U燃料 Th

U

Zr

Zr合金

Th+U-233

Th+U-233U+Pu
Th+U-233

D2O

AHWRへ

U+Pu

Th+U-233

U+P
u

Th+
U-23

3

U+Pu燃料

Th+U-233
燃料

HWBから

Thブランケット

減損U
ブランケット

U+Pu燃料

Th+U-233
燃料

純粋なTh

Th+U-233

ジルカロイ製品

Th
+U

-2
33

(U
+P

ｕ
)燃

料

(U
+P

ｕ
)燃

料

ThPu U U-233

重水製造局
（HWB）

固体施設貯蔵監視
施設（SSSF）

インド希土類公社
（IRE）

核燃料コンプレックス
（NFC）

インドウラン公社
（UCIL）

廃棄物ガラス固化
プラント（WIP）

インドの３段階方式の原子力開発計画における物質フロー
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照射燃料からの有用資源の回収も検討中



53

照射燃料からの有用資源の回収につても検討中

解体・溶解

地層処分,            
モニタリング

アクチニド分離と群分離

ＴＢＰベースの先進PUREX
による抽出

Sr-90, Cs-137,  
白金族金属の回収

FBR／加速器

駆動システム
（ADS）による分

離・消滅

アクチニド

応用：Cs-137:照射、Sr-90:熱源、

白金族金属：触媒

高レベル廃液

使用済燃料

ランタノイド、他のFPs

ハル、不溶解
残渣等
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４．原子力施設の軍民分離計画
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○インドは、現行の核不拡散条約（ＮＰＴ）は不平等条約である等の理由でNPTに
は未加盟

2005年7月 米国はそれまでのインドする核不拡散政策を転換し、民生用原子力
協力を行うことに基本的に合意

2006年3月 インドの原子力施設の軍民分離に関し米印合意

主な合意内容

現在運転中又は建設中の22基の熱中性子炉のうち14基を、2006～2014年の
間にIAEAの保障措置下に移す。

PFBRとFBTRには保障措置を適用しない。

将来の全ての民生用熱中性子炉及び民生用増殖炉を保障措置下に置く。但し、
どの炉を民生用とするかはインド政府が独自に判断する。

再処理、濃縮ならびに戦略プログラムに関連する燃料サイクル施設は保障措置
の適用範囲外とする。

保障措置下に置く原子炉に対する燃料供給に関し、①米国による保障措置枠組
の構築、②米印協定への供給保障の明記、③インド・IAEA間交渉への米国の協
力、④燃料戦略備蓄体制構築への米国の支援、⑤米国による友好供給国グ
ループとの燃料供給再開の検討、を約束

インドの原子力施設の軍民分離計画
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●インド側が、「PFBRとFBTRには保障措置を適用しない。」としている理由は？

インド側の理由：「これらはR&D施設であり、その技術の成熟までには時間が
かかる等」と述べている。

●2006年12月 NPTに未加盟のインドとの原子力協力を可能とするための、米
国原子力改正法（インドを例外扱いとする）が、ブッシュ大統領の署名により成
立

○米印原子力協力協定が正式に締結されるためには、原子力供給国グループ
（NSG)の了解、IAEAとのインドに特化した保障措置協定の締結等が必要

交渉を継続中

インドの原子力施設の軍民分離計画
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ハイデラバード

タラプール

カルパッカム／
IGCAR

トロンベイ／BARC

マイソール

再処理
（KARP）

海軍原型炉

ウラン濃縮
R＆D設計

新型重水炉
（AHWR）

低濃縮ウラン炉
（ロシア、VVER）

低濃縮ウラン炉
（米国、BWR）

民 生

軍 事

軍事利用

発電炉

ロシア

貯蔵

燃料製造
（NFC）

燃料製造
（AFFF）

発電炉燃料再処理
（PREFRE）

高速実験炉
（FBTR）

高速原型炉
（PFBR）

高速炉燃料再処理
（FRFRP）

再処理（Pu
分離プラント）

Cirus及び
Dhruva

燃料製造
（金属ウランプラント）

ウラン濃縮
（希少材料プロジェクト）

ウラン採掘、
精錬

PHWR
（インド、カナダ）

インドの原子力施設の軍民分離計画（2006年3月）

（建設中２基）

（運転中２基）

（運転中８基；建設中２基）

（運転中４基；建設中２基）
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５．原子力の国際協力への期待
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原子力の国際協力への期待
（世界に対して）

（背景）
○経済成長に見合うエネルギー源の不足

（日常的に停電が発生、計画的な「電力負荷制限」を実施中）
○環境汚染の問題

（ニューデリー等の都市部での深刻な大気汚染）
○地球温暖化防止とエネルギーの安定供給

（電力設備の大幅な増設を計画しているが、その大部分は火力発電等に依
存せざるを得ない状況）

●海外から、大型軽水炉を濃縮ウラン付きで輸入することを切望
2020年ごろの原子力発電量：

－（自国内で賄う場合） 約20GWe
－（軽水炉等の海外導入が実現） 約40GWeを達成可能

●第４世代原子力システム国際フォーラム（GIF)への参加も希望
（インドは、既にWANO、国際熱核融合実験炉プロジェクト（ITER）、IAEAの革
新的原子炉及び燃料サイクルプロジェクト（INPRO）、高速炉技術ワーキング
グループ（TWGFR）には既に参画）
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原子力の国際協力への期待
（日本に対して）

○BARC及びIGCARの両センターに共通した希望：
・原子力の安全性の議論から始めたい
・安全はインターナショナルな問題で、広い分野をカバー

（日印原子力協定が無くても始められるであろう）
・その中で議論を深めていけば、色々議論を拡大することが可能

○BARCからの希望： 放射線に関連した研究協力もやりたい

○IGCARからの希望： FBRの安全性と経済性（FBRの運転特性に関連した
安全性、安全特性の向上を図った設計の最適化、発電コストの低減等）に
ついて協力を期待。

○なお、トリウムサイクル等のアカデミアレベルの交流は既に行われており、
大学での交流としては、日本学術振興会の留学制度がある。
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６．インドを含めたアジアとの

原子力の国際協力の進め方（私案）
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アジアとの原子力協力の進め方（私案1/5）

(状況認識）

○地球人口の過半数を抱え、近年中国、インドをはじめ多くの国が目覚しい経
済発展を遂げるアジアでは、21世紀にエネルギー問題と環境問題が次第に
深刻さを増していくことは必至であり、その同時的解決には原子力は不可欠
である。

○アジアの片隅で科学技術立国を標榜し、被爆国として究極の核廃絶を願い
原子力の平和利用に徹してきた日本に、多くの期待がかけられている。

○国是として、軽水炉やFBRサイクル技術の早期導入が不可欠と考えている
インド、中国に対して、日本が「核兵器に転用される恐れがある」として今後
とも国際協力を拒否したとしても、これらの国は日本以外の国（フランス、ロ
シア、米国等）からの協力を得ながら、それらの技術を早晩実現するであろ
う。

○インド、中国、韓国ではタンク型炉の開発を進めているが、インドのタンク型
炉は、フランス協力によりベースができ、ロシアのBN-600M（改良型）の情報
を採り入れて磨きをかけている。フランスは安全性の協力を開始しており、
インドに接近しているのが感じられる。中国のタンク型炉もロシア協力により
ベースができている。
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「スベテハ終ツタ。祖国ハ敗レタ。吾大学ハ潰滅シ吾教室ハ烏有ニ帰シ
タ。余等亦人々傷ツキ倒レタ。住ムベキ家ハ焼ケ、着ル物モ失ハレ、家族
ハ死傷シタ。今更何ヲ云ハンヤデアル。唯願フ処ハカカル悲劇ヲ再ビ人類
ガ演ジタクナイ。原子爆弾ノ原理ヲ利用シ、コレヲ動力源トシテ文化ニ貢献
出来ル如ク更ニ一層ノ研究ヲ進メタイ。転禍為福。世界ノ文明形態ハ原子
エネルギーノ利用ニヨリ一変スルニキマツテヰル。サウシテ新シイ幸福ナ世
界ガ作ラレルナラバ、多数犠牲者ノ霊モ亦慰メラレルデアラウ。」

（出典：永井隆全集 講談社1971年）

永井隆博士の「原子爆弾救護報告書」（昭和20年8月～10月）の結辞

(状況認識）

○アジアで原子力事故が起これば、我が国の原子力利用に大きな影響を与
えることは必須であり、それをできるだけ未然に防止する努力が必要であ
る。

○永井隆博士の「原子爆弾救護報告書」の結辞の教訓を生かすには？
→ 唯一の被爆国である日本で、原子力開発に携わっている技術者として
できる協力は何か？

アジアとの原子力協力の進め方（私案2/5）



64

アジアとの原子力協力の進め方（私案3/5）

（FBRサイクル技術に関する状況認識）

○FBRサイクル技術は、特にシステム内で核兵器の原料と成りうる可能性の
あるプルトニウムを多量に取り扱うため、IAEAの保障措置下で適切な核不
拡散対策を講じておくことが不可欠であり、さらに（核拡散抵抗性を有する
FBRサイクル技術の確立）が望ましい。

○インドのFBR開発計画は、日米仏の計画（2020-2025年に実証炉）より先行
しており、中国も日米仏の計画と同時期に実証炉を運転開始する計画を
持っている。

○インド、中国では、2050年頃までに各200基を超えるFBRの建設計画を持っ
ており、この計画が順調に進めば、FBRの基数においてその炉型が世界標
準となる可能性が高い。
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アジアとの原子力協力の進め方（私案4/5）

（提言）

●アジアの平和維持と持続的発展にために、日本としても、これまでの原子
力協力を「進めるか、進めないか」の議論に留まるのではなく、「今何がで
きるか、何から始められるか」の視点で考え、具体的な協力を進めるべき
である。 （今のような自ら主張しない日本の状況が続けば、いずれアジア
の国々から見捨てられる可能性がある）

●原子力の平和利用に徹し、究極の核廃絶に向けた日本の取り組み（基本
姿勢）を明確に主張し議論し、合意点を探る。

●原子力の安全性は、世界共通の最重要課題である。まずは、核分裂炉の
安全性について、共通認識を持つとともに安全性の向上を図るために、安
全論理、安全基準、安全規制等の意見交換から始める。

●また、インドの若い技術者等を日本の原子力施設に招聘し、理解者を増や
していくような工夫も必要であろう。
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アジアとの原子力協力の進め方（私案5/5）

（期待される効果）

○上記のような技術協力や人的交流を通じて、相手国との信頼関係を醸成し
核不拡散に対するコンセンサス作りができれば、今後の原子力協定の締結
や軽水炉の輸出等に対しても追い風となる。また、安全性はシステム全般
に亘ることから、これらの協力を通じて、相手国の原子力開発状況等を把握
することもできる。

○韓国、中国、インドに対して、技術協力を通して、経済性や保守･補修性等
に優れたループ型炉の魅力を理解してもらうことができれば、将来のループ
型炉の市場開拓に繋がる可能性がある。

○さらに、原子力発電が京都議定書で謳われたクリーン開発メカニズム＊とし
て認められれば、アジア諸国での原子力導入支援によって、我が国の温暖
化ガス排出削減目標に柔軟性を与えることができる。

＊：先進国が開発途上国に技術・資金等の支援を行い温室効果ガス排出量を削減、または吸収
量を増幅する事業を実施した結果、削減できた排出量の一定量を先進国の温室効果ガス排出
量の削減分の一部に充当することができる制度


